
 

法人市民税減免申請書 

鳥羽市市税条例第５１条第１項第４号・第５号の規定により、次のとおり減免申請します。 

 

減免を受けよう 

とする事業年度 

令和    年   月   日から 

令和    年   月   日まで 

申告納付期限 令和    年   月   日まで 

この申請により 

減免を受けよう 

とする税額 

             円 

 

減免を受けよう 

とする理由 

 

備  考 

 

 この申請書は、減免を受けようとする理由を証明する書類を添えて提出してください。 

管理番号 

申   請   者  

受付印 
本店所在地 

                 ℡       

    

鳥羽市所在地 
℡       

法人番号              

令和  年  月   日 

  

 

 

鳥羽市長 様 

フリガナ  

法 人 名 
 

 

フリガナ  

代表者氏名印 
 

 

担当部署名 
℡             

事業の種類 
 

様式第２号 



 

法人市民税減免申請書 

鳥羽市市税条例第５１条第１項第４号・第５号の規定により、次のとおり減免申請します。 

                            ↑いずれか該当するものに     をお願いします 

減免を受けよう 

とする事業年度 

令和    年   月   日から 

令和    年   月   日まで 

申告納付期限 令和    年   月   日まで 

この申請により 

減免を受けよう 

とする税額 

全て記入してください 

             円 

 

減免を受けよう 

とする理由 

例） 

・当団体は、地方自治法第 260条の２第 1項の認可を受けた地縁団体であるため 

・当団体は、地方自治法第 260条の２第 1項の認可を受けた地縁団体に準ずる団体で

あるため 

・当法人は、公益社団法人（公益財団法人）であるため 

・当法人は、旧民法第 34条の規定により設立された財団法人であるため 

・当法人は、特定非営利活動促進法第 2条第 2項に規定する法人であるため 

・当法人は、特定非営利活動促進法第 2 条第 2 項に規定する法人であり、収益事業を

行っているが、極めて公益性が高いため 

 

＊いずれの場合も、収益事業を行っている 収益事業は行っていない 

について明記してください 

○鳥羽市税条例第５１条第１項第４号に該当する法人 

・公益社団法人及び公益財団法人 

（旧民法第34条の規定により設立された社団法人・財団法人は上記と同様に取扱う） 

○鳥羽市税条例第５１条第1 項第５号に該当する法人 

・公益その他特別の事情により市長が減免を必要と認めたもの 

※NPO 法人、地縁団体等 

・地方自治法第２６０条の２第１項の認可を受けた地縁団体又はこれに準ずる団体 

・特定非営利活動促進法第２条第２項に規定する法人 

○その他（上記に該当しない法人） 

・具体的な理由を記入してください 

備  考  

  

管理番号 

申   請   者  

受付印 
本店所在地 

                 ℡       

    

鳥羽市所在地 
℡       

法人番号              

令和  年  月   日 

  

 

 

鳥羽市長 様 

フリガナ  

法 人 名 
全て記入のうえ、押印してください 

 

フリガナ  

代表者氏名印 
 

 

担当部署名 
この申請に応答されるかたの    ℡            

お名前を記入してください  

事業の種類 
 

様式第２号 

記 入 例 


